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持株会社体制への移行の検討開始に関するお知らせ 

 

当社は、2026年３月２日開催の取締役会において、2026年 10月を目処に持株会社体制へ移行するための検

討を開始することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 持株会社体制への移行の背景と目的 

当社グループは、当社および連結子会社４社から構成され、自社開発の Webサイトコンテンツ管理システム

「infoCMS」および次世代 CMS「LENSAhub（レンサハブ）」を基盤として、Web受託開発および SaaSサービスを

主軸とした Webコーポレートコミュニケーションの総合支援事業を展開しております。 

 また、子会社である株式会社アイアクトにおいては、AIを活用したファイル・サイト内検索システム「Cogmo 

Search」および AIチャットボットシステム「Cogmo Attend」等のサービスを提供しており、CMSと AI技術の

連携により、企業の情報活用の高度化や業務効率の向上を支援しております。 

近年、企業におけるデジタル活用の高度化や情報発信手法の多様化が進展する中、Web コーポレートコミュ

ニケーション領域においては、単なる Web構築・運用にとどまらず、データ活用や AI技術を活用した継続的な

価値提供が求められています。 

 当社グループは、こうした市場環境の変化を成長機会と捉え、既存事業の深化に加え、SaaSビジネスの拡大

やサービス間の連携強化、さらには新規分野への展開を通じた事業領域の拡張を進めてまいります。 

その実現に向けて、当社グループでは、M&A やアライアンスを含む機動的な組織再編を積極的に検討・実行

し、成長スピードの加速と事業ポートフォリオの最適化を図っていく方針です。 

こうした成長戦略をより実効性の高いものとするためには、グループ全体を俯瞰した経営戦略の立案・推進

機能を強化するとともに、各事業の自律性を高め、迅速な意思決定を可能とする経営体制の構築が不可欠であ

ると判断いたしました。このため、 

（１）グループ経営戦略推進機能の強化による成長投資・M&Aの加速 

（２）経営と事業執行の分離による意思決定の迅速化と事業競争力の向上 

を目的として、持株会社体制への移行に向けた検討を開始することといたしました。 

 

 

 



 

２．持株会社体制への移行の時期および方法 

持株会社体制への移行時期につきましては、2026年10月を目途に実行することを基本方針としております。 

移行方法につきましては、当社（株式会社インフォネット。体制移行後に商号変更予定）を吸収分割会社と

し、新たに設立する分割準備会社（株式会社インフォネット分割準備会社。体制移行後に株式会社インフォネ

ットへ商号変更予定）を吸収分割承継会社とする吸収分割により、事業を承継させる予定です。これにより、

当社は上場を維持したまま持株会社体制へ移行することとなります。 

持株会社化の具体的な方法については、会計、税務、法務その他の観点および各種手続を踏まえ、今後精査・

検討のうえ、最適な方法を決定してまいります。 

また、当社株主の皆様が保有する持株会社の株式については、引き続き上場が維持される方法により実施す

る予定です。 

 

３．分割準備会社の概要 

（1）商 号    株式会社インフォネット分割準備会社 

（2）所 在 地 東京都港区新橋四丁目 21番３号 新橋東急ビル７階 

（3）代 表 者 代表取締役 古宿智 

（4）事業内容 Webサイト構築 CMSサイト構築 

システム開発 クラウドサービス ASPサービス 

広告デザイン・印刷 映像制作 

（但し、本件分割前に事業を行う予定はありません） 

（5）資 本 金 10,000 千円 

（6）設立年月日 2026 年４月上旬（予定） 

（7）決算期 ３月 31 日 

（8）大株主および持株比率 株式会社インフォネット 100％ 

（9）上場会社と当該会社との関係 

資本関係 当社 100％出資の子会社として設立される 

予定です。 

人的関係 当社より取締役を派遣する予定です。 

 

取引関係 営業を開始していないため、当社との取引 

関係はありません。 

（注）分割準備会社は、2026年 10月に株式会社インフォネットと商号変更する予定です。 

 

４．今後の見通し  

持株会社体制への移行後の詳細事項および今後の見通しにつきましては、決定次第、改めてお知らせいたし

ます。 

 

以上 


